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平成28年７月29日 

 

各 位 

会 社 名  株式会社 ワールドホールディングス 

代 表 者 名  代表取締役会長兼社長  伊井田 栄吉 

（コード番号：2429、東証第一部） 

問 合 せ 先  取締役経営管理本部長 安部 英俊 

(TEL：092-474-0555） 

 

 

 

日研テクノ株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日、人材・教育ビジネスにおける中核事業会社である株式会社ワールドインテック（以下、「ワールドイ

ンテック」といいます。）を通じて、日研テクノ株式会社（以下、「日研テクノ」といいます。）の全株式を取得し子会

社化いたしましたので、お知らせいたします。 

 

１．株式取得の理由 

2014年7月の純粋持株会社移行のねらいは、事業規模・領域の拡大や新たな成長分野への参入を機動的に行い、

永続的な事業成長を果たすことで株主価値の最大化を図ることにあります。当社は、「人材・教育ビジネス」「不動

産ビジネス」「情報通信ビジネス」と安定した3つの事業ポートフォリオを展開しておりますが、「人材・教育ビジ

ネス」の領域においては、かねてより修理やアフターサービス等の「リペア事業」の更なる拡大を展望しておりま

した。 

日研テクノは、デジタル一眼レフ、コンパクトデジタルカメラ、銀塩フィルムカメラ等カメラ修理において国内

トップのシェアを有し、その高い技術力に対して、メーカー・量販店各社から厚い信頼を頂いております。デジタ

ル一眼レフをはじめとするハイエンド機器の修理は、アジア全域で大きな拡大が見込まれ、日研テクノの技術力と

ワールドインテックの資本力、動員力を融合することで、大きな事業成長の可能性を有すると考えております。 

当社グループは、日研テクノの子会社化により「リペア事業」の領域拡大を図るとともに、当該会社の事業成長

を通じて、株主価値の最大化を図ってまいります。 

 

２．異動する子会社（日研テクノ株式会社）の概要 

（１） 名 称 日研テクノ株式会社 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市西区南堀江2丁目10番2号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 堀坂 明生 

（４） 事 業 内 容 カメラ、デジタル機器等 精密機器の修理 

（５） 資 本 金 55百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和49年7月22日 

（７） 大 株 主 及 び 持 株 比 率 個人株主（3名）72.8％、有限会社日研クラフト27.2％ 

（８） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 
資本関係、人的関係および取引関係はありません。 

（９） 当 該 会 社 の 子 会 社 
日研サービス株式会社（当該会社の100％子会社） 

Nikken Techno France SA（当該会社の100％子会社） 

（10） 
当 該 会 社 の 経 営 成 績 

お よ び 財 政 状 態 

決 算 期 平成25年5月期 平成26年5月期 平成27年5月期 

売 上 高 991百万円 984百万円 964百万円 

純 資 産 192百万円 180百万円 197百万円 

総 資 産 697百万円 690百万円 734百万円 
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３．株式取得の相手先の概要 

（１） 名 称 有限会社日研クラフト 

（２） 所 在 地 大阪府大阪市西区南堀江2丁目10番2号 

（３） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 堀坂 明生 

（４） 
上 場 会 社 と 

当 該 会 社 の 関 係 

資本関係、人的関係および取引関係はありません。 

また、関連当事者には該当しません。 

 

（１） 氏 名 個人株主（3名） 

（２） 住 所 兵庫県神戸市（1名）、兵庫県明石市（2名） 

（３） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
資本関係、人的関係および取引関係はありません。 

 

 

４．取得株式数，取得前後の所有株式の状況 

（１） 異 動 前 の 所 有 株 式 数 

0株 

（議決権の数：0個） 

（議決権所有割合：0.0％） 

（２） 取 得 株 式 数 
110,000株 

（議決権の数：110,000個） 

（３） 異 動 後 の 所 有 株 式 数 

110,000株 

（議決権の数：110,000個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

（注）取得価額につきましては株式取得の相手先の意向により非開示としております。なお、取得価額は、当社の連結 

純資産の15％未満であります。 

 

５．取得価額の算定根拠 

直接還元法による評価の結果、株式取得の相手先と取得価額について合意いたしました。なお、取得価額は第三

者による簡易価値算定報告書の評価範囲内に収束しております。 

 

６．日 程 

（１） 取 締 役 会 決 議 日 平成28年7月21日 

（２） 契 約 締 結 日 平成28年7月21日 

（３） 株 式 譲 渡 日 平成28年7月29日 

 

７．今後の見通し 

現時点で、当連結会計年度の業績に与える影響は軽微と考えますが、今後、修正の必要性および公表すべき事項

が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

以 上 


